・　令和元（平成31）年度以降に高校等へ入学する方への授業料支援制度について
質問一覧
· Ｑ１　私立高校生等への授業料無償化制度とは何ですか。
· Ｑ２　支給額は年収で決まりますか。
· Ｑ３　所得の判定には、どの年度の住民税の情報を使いますか。
· Ｑ４　所得割額や課税標準額、調整控除の額は何で確認できますか。
· Ｑ５　これから高校に入学する子どもがいます。すぐ手続きをしたいのですが、入学前に手続を行うことはできますか。
· Ｑ６　授業料無償化の申請手続きは、いつ、どこで行いますか。また、どのような書類が必要ですか。
· Ｑ７  要件を満たせば、授業料についてはまったく支払う必要がないのでしょうか。
· Ｑ８　要件を満たせば、入学金だけを用意すればいいのでしょうか。
· Ｑ９　就学支援金、授業料支援補助金はいつ支給されますか。
· Ｑ10　授業料支援補助金の支給対象となる「就学支援推進校」に指定されているのはどの学校ですか。
· Ｑ11　他府県の学校が授業料支援補助金の対象にならないのはなぜですか。
· Ｑ12　今は他府県に住んでいますが、授業料支援補助金を受給するにはいつまでに大阪府に転入する必要がありますか。
· Ｑ13　保護者の一方が単身赴任で住民登録を他府県に移している場合、授業料支援補助金の対象になりますか。
· Ｑ14　保護者が海外に在住している場合、授業料支援補助金の対象となりますか。
· Q15　祖父母や兄姉が同居しており、それぞれに収入がある場合は世帯の年収に含めますか。
· Q16　年度途中で就学支援推進校を転学または退学した場合、授業料支援補助金の対象となりますか。
· Ｑ17　授業料が標準授業料（60万円又は58万円）よりも高い又は低い学校に通う場合の保護者負担額はいくらになりますか。
· Ｑ18　授業料無償化制度は今後も継続されますか。
· Ｑ19　私立高校生への授業料無償化制度以外の補助金制度はありますか。
· Ｑ20　私立小学校や私立中学校への支援はありますか。

